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はじめに 

（本報告書の狙い） 

～国立青少年教育施設の機能強化と運営の合理化・効率化による魅力的な施設への変容～ 

 

○ 独立行政法人国立青少年教育振興機構（以下「青少年機構」という。）は、青少

年教育の振興及び健全な青少年の育成を図ることを目的として、青少年教育指導者

その他の青少年教育関係者に対する研修、青少年の団体宿泊訓練その他の青少年に

対する研修、青少年教育に関する施設及び団体相互間の連絡及び協力の促進、青少

年教育に関する団体に対する助成金の交付等を行っており、全国に 28 か所の青少

年教育施設（以下「国立施設」という。）を設置している。 

 

○ 青少年機構は、その使命として「青少年教育の振興」及び「健全な青少年の育

成」（Mission）を掲げ、「青少年一人ひとりが幸福を追求できる持続可能な社会を

実現する」（Vision）ため、Curiosity（好奇心）、Change（変化）、Challenge（挑

戦）、Care（思いやり）、Communication（対話）、Collaboration（協働）、

Creativity（創造）の７つの「Ｃ」を法人全体の価値観、行動指針（Value）とし

て定めている。 

 

○ 青少年機構が設立された平成 18 年度以降、平成 30 年度までの国立施設の利用者

数を見ると、約４百万人から５百万人程度の間で推移していたが、新型コロナウイ

ルス感染症（以下「新型コロナ」という。）のまん延を契機として、令和２年度以

降の利用者数が激減した。また、新型コロナの影響が落ち着いた後の利用者数につ

いても、オンライン研修・打合せの普及、余暇の多様化、学校の働き方改革等の影

響もあり、利用者数の回復が約５割程度1と芳しくない状況である。 

 

○ 子供たちの体験活動機会の減少や、それらの機会と場を提供する中心的な役割を

果たす公立の青少年教育施設の減少など、青少年教育を取り巻く様々な環境が縮小

傾向にある中で、デジタル環境が進化する今だからこそ、改めて「体験活動は人づ

くりの“原点”」であるとの認識を再確認し、青少年に対してリアルな体験を意図

的・計画的・継続的に提供する体制を全国的に備えることが重要である。 

 

○ 一方で、我が国は、人口減少社会への道を歩みだしており、近年の出生数の著し

い低下2は、これまでの予想を大きく上回る勢いで進み、青少年教育のメインター

ゲットとなる児童生徒数は、加速度的に減少していくことが予想される。 

 
1 平成 30 年度の総利用者数（5,051,337 人）、令和６年度の総利用者数（2,444,672 人） 
2 令和元年：86.5 万人、令和６年：68.6 万人 ／ 厚生労働省 人口動態統計（令和６年は概数） 
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○ 令和６年度の公立小中学校数も、平成元年と比較して約 22％（7,647 校）の減少
3となっており、各学校における学級数では、公立小学校の約４割、公立中学校の

約５割で標準規模4を下回る状態となっている。 

 

○ これらの事実も踏まえて、文部科学省や青少年機構は、これまでの考え方にとら

われず、広い視野で、視点を変えて今後の国立施設の在り方を検討する必要があ

る。 

 

○ 本検討会では、国立施設を取り巻く環境等を踏まえ、今後の青少年教育の機能強

化に向けて、国立施設の在り方や備えるべき機能、民間活力の導入も含めた運営面

の合理化・効率化による魅力的な施設への変容について検討を行うために議論を進

めてきた。 

 

○ 国立施設を運営することのみならず、青少年機構として、青少年教育全体の底上

げを図るためには、どういった機能が必要なのか、どのような取組を進めるべき

か、また、喫緊の課題である国立施設の老朽化について、国立施設を持続可能性の

あるものにするためには、どういった組織運営や法人全体としての工夫が必要かに

ついて、法人経営全体として必要となる考え方、これからの時代にふさわしい国立

施設の在り方や、時代の変化に即した青少年機構の役割について、有識者の知見を

もとに検討したものである。 

  

 
3 平成元年度（35,186 校）、令和６年度（27,539 校）／ 令和６年度 学校基本統計 
4 12 学級以上 18 学級以下 ／ 学校教育法施行規則第 41 条及び第 79 条 
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１．青少年教育のナショナルセンターとしての機能 

（１）青少年の体験活動を取り巻く現状 

○ 「はじめに」でも触れたとおり、青少年が多様な体験に触れる機会は年々減少し

ている。国立施設の利用者は令和２年度に激減し、その後の回復も芳しくない。ま

た、青少年機構が実施した調査においても、青少年団体や地域の団体が行う自然体

験活動に参加した者の割合は大きく減少している 5。 

 

○ 一方、保護者の多くは、自分が子供だった頃に比べて、遊べる場所や体験活動の

機会が少なくなっていると感じているが、放課後や休日に「運動やスポーツ」、「友

達と遊ぶ」、「キャンプ・登山などの野外活動をする」など、子供たちに活動的な過

ごし方を希望しているとの結果が出ている実態もうかがえる5。 

 

○ また、民間企業の調査によると、保護者が子供の参加する体験を検討する際に重

視している観点は、子供の好奇心をくすぐる内容であること、普段の生活や学校で

は体験できない内容であること、子供が自分でできて達成感を感じられること、な

どが上位となっている6。 

 

○ 国立施設の主たる利用者である学校団体について言えば、青少年機構が平成 30

年度に実施した調査では、利用する施設を決定する際に「重視した」と「やや重視

した」と回答した合計の割合が高い順に、「安全管理の体制が整っている」、「施

設・設備が充実している」、「自然環境が豊かである」、「例年利用している」、「食物

アレルギー等に対応する」、「施設等の使用料や食事料金等が安価である」、「野外活

動のプログラムが充実している」、「児童生徒の生活の管理がしやすい」、「近隣に体

験活動や見学に適した場所や施設がある」、「学校の要望に対して柔軟に対応する」

の項目が８割を超えており、また、学校団体が求める支援としては、「学校の要望

に柔軟に対応する」や「施設等の職員等が体験活動プログラムの指導を直接行う」

などが上位となっている7。 

 

 

（２）ナショナルセンターとして有すべき機能 

〇 青少年機構の第４期中期目標（中期目標期間：令和３年度から令和７年度）で

は、「法人の使命」として、「青少年教育の振興及び健全な青少年の育成を図ること

を目的とする独立行政法人であり、我が国の青少年教育のナショナルセンターであ

る」旨が記載されているが、国立施設が有する機能のうち、特に宿泊機能について

 
5 青少年の体験活動等に関する意識調査（令和４年度調査）／ 国立青少年教育振興機構・令和６年３月 
6 いこーよ総研ユーザーアンケート（2024 年３月） 
7
「小中学校の集団宿泊活動に関する全国調査」／ 国立青少年教育振興機構・平成３１年３月 
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は、公立青少年教育施設や民間団体が行う事業との差別化が見えづらいとの指摘も

あり、ナショナルセンターとして実施するべき取組はどうあるべきか、国立施設で

しかできないことはどういった取組なのか、改めて考え直す必要があると考えられ

る。 

 

○ 平成 23 年２月の「今後の国立青少年教育施設の在り方について（報告書）」で

は、『国立施設は、公立施設からは「先駆的事業の開発・普及」と「指導者養成・

職員研修」を、民間施設からは「調査・研究」と「情報提供」を期待されているこ

とが明らかになっている』とされている。 

 

○ 第４期中期目標や中期計画の内容を見ると、前述のような国立施設としての役割

を意識した取組が行われているものもある一方で、実施する取組を評価するに当た

って示された評価指標には、改善が必要なものも存在しており、今後は、青少年機

構の実施する取組の評価の視点を、これまでと大きく変更する必要があると考えら

れる。 

 

○ 実際に国立施設で行われているモデル的な事業や先導的な事業については、国立

施設の内部のみで実施されるテストケースにとどまっているのではないかとの指摘

もある。主に国からの運営費交付金を原資として実施した取組について、青少年機

構に蓄積されたノウハウや知見を、青少年機構内部にとどめることなく、青少年教

育に携わる全ての者に対して、様々な形で提供し、良質な体験の普及に力を入れる

べきであり、このことを通じて、青少年機構は、我が国の青少年教育全体の質の向

上を推進する役割を担うべきである。 

 

○ また、前述の「今後の国立青少年教育施設の在り方について（報告書）」の中で

は、「公立・民間施設との役割分担を明確化していくことが求められる」とされて

いる一方で、実際の国立施設の運営に当たっては、特に、研修支援として、学校団

体や青少年団体が実施する研修を受け入れる取組においては、国立施設と同じよう

な目的で設置された近隣の青少年教育施設等との間で、競合関係が生じているとの

指摘もある。 

 

○ 今後は、青少年機構が保有する施設について、各国立施設が実施しなければいけ

ない取組に応じて、法人経営の視点から備えるべき施設や機能を取捨選択すること

も検討する必要があるのではないかと考えられる。 

 

○ 今後の青少年機構の役割として、「青少年教育のナショナルセンター」とは、「我

が国の青少年教育の発展に先導的な役割を果たすこと」であると定義し、この目的

と、目的達成に向けて実施する取組との関係を明確に意識した上で、青少年機構の

社会的な存在意義を意識した全体戦略を定めることが求められる。 
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○ 今後の様々な改革を実施するためには、事業を連綿と実施してきたこれまでの青

少年機構の組織風土の改革が必要となる。目的を実現するための「中期目標」や、

「中期計画」をはじめとした青少年機構の全体戦略を定めるに当たっては、自分た

ちのすべきことを時代の要請に応じて改めて明確化し、組織全体で同じ方向に向け

て新たな歩みを進めることが必要である。 

 

○ 加えて、体験活動を始めとした青少年教育の実施に当たっては、「ハード（体験

の場）」のみならず、「ソフト（教育研修プログラム）」、「人材（指導者）」の質を向

上させることが不可欠である。 

 

○ 今後、青少年教育のナショナルセンターとして、我が国の青少年教育の発展に先

導的な役割を果たす組織となるために備えるべき機能は、例えば以下のような取組

が考えられる。 

 

 

（先導的取組の開発や実践研究） 

・ 青少年機構が有する青少年教育研究センターの機能は、非常に大きな特色で

あり、この特色を最大限に生かしつつ、様々な特徴を有する国立施設や、大学

等の研究者等とも協働し、専門性の高いモデル的な事業や、課題を抱える青少

年を支援する事業等の開発を行うことが求められる。 

 

・ これらの取組を実施する上では、国立施設内部での試行的な事業の実施や報

告書の作成で終わらせることなく、当該事業を実施することによる教育的効

果、指導方法、指導技術をはじめとしたノウハウを公立青少年教育施設、青少

年教育団体、民間企業等（以下「公立施設等」という。）に対して発信するこ

とを通じて、多様な関係者に実際に活用してもらうことを前提とした取組とす

る必要がある。また、事業の実施を通じて抽出された課題を、青少年教育研究

センターでの考察を踏まえてブラッシュアップすることで、より質の高い教育

プログラムや研修プログラム（以下「教育研修プログラム」という。）を開発

することが望まれる。 

 

・ 青少年教育は、地方公共団体が設置する公立青少年教育施設や、公益法人等

の青少年教育団体、民間企業など多種多様な関係者により行われており、それ

ぞれが独自の特徴的な活動を実施している。国立施設が実施するモデル的な事

業は、現状では、作成した報告書を各施設の Web ページなどへの掲載を通じて

普及しているところであるが、実際には、報告書の提供のみでは、他の団体で

活用することは困難である。このため、例えば、国立施設が開発したモデル事

業を、他の団体が導入するまでの伴走支援の実施等、実際の活用や導入まで、
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一貫した支援を行うような工夫が必要である。 

 

・ また、専門性の高いモデル事業の最も重要な要素（エッセンス）を、一般的

なモデルとして提示・提供し、他の団体が、必要なノウハウを必要な部分だけ

活用することで、波及的な効果をもたらすような取組も行うべきである。 

 

・ さらに、今後の社会変革を踏まえれば、例えば、デジタル社会の進展を見据

え、自然体験をはじめとする多様な体験活動におけるデジタル技術を活用した

実践的な研究を進めるとともに、生成 AI の活用や、「リアル」と「バーチャ

ル」との相乗効果を生み出す先駆的な事例の形成など、教育の質や内容の抜本

的な変革により公立施設等のモデルとなる先進的な教育研修プログラムの開発

に挑戦することが必要である。 

 

 

（指導者養成） 

・ 第４期中期目標においては、国立施設は、「全国 28 施設で青少年人口（０歳

～29 歳）の１割程度の利用実績を確保する」ことを定めている。また、国立

施設の、学校教育活動における利用は、令和６年度実績で約 4,700 校となって

おり、全国の小中学校数の約２割程度を占めている。 

 

・ 全国に 28 施設ある国立施設において、日本全体の約２割の小中学校の利用

があることは事実であるものの、一方で、28 施設を設置していたとしてもな

お、国立施設が提供できる青少年教育の範囲には限界があり、国立施設以外の

公立施設等が提供する教育研修プログラムの質の向上も、今後はナショナルセ

ンターとして実施すべき中核的な取組として捉え直すことが必要である。 

 

・ このため、国立施設が実施する教育研修プログラムの他団体への普及のみな

らず、国立施設以外の団体が実施する体験的なプログラムを指導する者（以下

「青少年教育指導者」という。）の指導能力の向上に資する取組等、全国の青

少年教育指導者の養成や質向上に向けた取組をより一層強化するべきである。 

 

・ また、青少年教育指導者のみならず、これらの者を補助するボランティアな

どの指導補助員の質の向上に資する取組を行うことも検討していくことが重要

である。 

 

・ なお、実際の教育研修プログラムを学びにつなげる仕掛けを企画立案できる

指導者や、企業向けの体験的な学習機会を提供できる指導者も育っておらず、

例えば、全国体験活動指導者認定委員会の認定制度における「自然体験活動総

括指導者（NEAL コーディネーター）」のような、体験的なプログラムの企画・
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設計・提案・提供を一気通貫できるプロデューサー的な役割を担う人材が不足

していることが課題との指摘もある。こういった人材の育成にも、ナショナル

センターとして対応していく必要があると考えられる。

・ さらに、青少年教育研究センターの研究成果を活用した青少年教育指導者の

養成のみならず、現代の青少年が抱える複雑化・多様化する課題を踏まえた指

導スキルやコーチングスキルの向上、事業マネジメント能力の向上、GIGA ス

クール構想や探究活動との効果的な連携などに関する研究に取り組み、これら

の成果を活用した青少年教育指導者養成の実施も今後の我が国の青少年教育全

体の底上げに有効な手段となると考えられる。 

（内部人材育成） 

・ 令和６年度においては、青少年機構の常勤職員の約５割（244 人）が、教育

事業の企画・実施や利用者対応を担う指導系の職員となっており、うち約９割

の職員が国立青少年交流の家及び国立青少年自然の家（以下「地方施設」とい

う。）に配属されている。さらに、地方施設に配属されている教育事業の企

画・実施部門の職員のうち約８割は、地方自治体から出向している職員となっ

ており、青少年機構のプロパー職員は、主に利用者対応部門に配属されている

現状となっている。 

・ 地方自治体からの出向者は、主に教育委員会や学校現場から派遣されてお

り、近年の地方自治体からの出向者の減少という現状を踏まえると、国立施設

の教育的知見や専門性が低下することが考えられる。 

・ これまで以上に、教育事業の企画・実施部門を担える青少年機構のプロパー

職員の育成が急務である。その際、青少年教育分野の研究人材の育成に向けた

取組や、青少年教育の現代的な課題等に関する素養を培う研修を実施し、専門

家集団としての内部人材育成を積極的に推進する必要がある。 

・ 青少年教育のナショナルセンターとして、まずは青少年機構自体が、青少年

教育の専門家集団となることが必要であり、国立施設の立地環境や、低廉な利

用料金のみを国立施設の“売り”にするのではなく、教育研修プログラムなど

のコンテンツの魅力向上を主体とした考え方に転換することが重要である。経

験知の蓄積は、組織の価値向上（Value up）に繋がり、そのためにも、プロパ

ー職員の計画的な育成を強力に進め、青少年機構の持続的かつ自律的な成長を

実現する必要がある。 

・ また、現在の青少年機構の人事交流の中では、地方自治体や国立大学法人か
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らの一方的な人材受入れになっているが、他の青少年団体や自然学校等との双

方向の人事交流を実現することで、多様な団体の持つ魅力の発見やプログラ

ム・ノウハウの収集、青少年教育に係る全体として対応すべき課題の把握な

ど、青少年教育の中心的な役割を果たすための人材育成が実現できるのではな

いかと考えられる。 

 

・ 将来的には、ナショナルセンターとしての観点を踏まえて、一定のエリアご

とに、その地域の青少年教育を活性化させる役割を持つ職員を育成し、配置す

ることにより、公立施設等をはじめとして、地域全体の青少年教育の先導役と

しての役割を果たす機能を国立施設に備えることも検討するべきである。 

 

・ 青少年機構は現在でも「人事に関する基本方針」を定めてはいるものの、今

後の青少年機構の業務内容などを踏まえて、どういった専門性を持つ人材を、

どの程度確保する必要があるのか、また組織のマネジメントを行う人材をどの

ように育成するのかなどについて明確に示し、そのための人材育成体系を直ち

に確立するべきである。 

 

・ その際、例えば、地域に根差した専門人材の育成に資するキャリアパスの見

直し、女性が働きやすい職場環境づくり、効果的・効率的な運営を実践してい

る民間の青少年団体をはじめとした外部機関との人事交流の実施や、中途採用

者の管理職への登用など、中核的な人材の多様性の確保を推進し、従来の枠に

とらわれず、青少年機構全体の経営能力向上に向けた観点を踏まえた方針とす

るべきである。 

 

 

（国際交流） 

・ 国立オリンピック記念青少年総合センター（以下「オリセン」という。）が

実施してきた、青少年の国際交流事業については、グローバル化が進展する中

で、青少年自らが国際社会の一員であることを自覚し、異なる文化や歴史に立

脚する人々と共生していく必要性の観点から、今後も重要な取組である。 

 

・ また、国際平和への貢献や、日本型教育の海外展開等の観点も含め、国内外

の関係機関や団体等と連携して、青少年の発達段階や、固有のテーマに応じ

て、青少年や青少年教育指導者の交流事業を行い、国際相互理解を促進し、次

代を担うグローバルな人材の育成に積極的に取り組むべきである。 

 

・ このような他国をカウンターパートとする業務については、相手国の信頼を

確保しつつ、外交関係にも留意しながら、今後も、国際社会における豊かな文

化的多様性を維持し、多様な文化の共生に向けて、国際交流事業の直接的な実

施機関や国際交流の窓口としての機能をしっかりと果たしていく必要がある。  
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２．国立施設の利用促進策 

（１）体験活動のニーズの把握 

○ 上記１．で示した、ナショナルセンターとして実施すべき事柄と併せて、青少

年教育に関する専門的な知見や、設置する国立施設を活用した青少年に対する体

験機会の提供については、これまで同様に実施する必要がある。 

 

○ 一方で、地方施設における総利用者数は、平成 24 年に約 311 万人であったも

のが、令和５年度に約 167 万人となっている。令和２年度から４年度の間につい

ては、新型コロナの影響を直接的に受けているとしても、平成 24 年度以降、総

利用者数は緩やかに減少しており、回帰直線を引くと、新型コロナの有無に関わ

らず直線的に総利用者が減少している状況も見て取れる。 

 

○ この状況を踏まえれば、新型コロナの有無に関わらず、地方施設が提供する取

組自体が、世の中の需要（ニーズ）に応えられていないのではないかとの可能性

も捨てきれず、地方施設が実施したいサービスを提供してきた「プロダクトアウ

ト」の考え方が、世の中の需要と合わなくなってきた可能性を改めて検証し、利

用者のニーズを重視したサービスを提供する「マーケットイン」の考え方を早急

に取り入れる必要がある。 

 

○ これまでも、施設利用や教育研修プログラムに対するアンケート調査は実施し

ているものの、当該調査で把握したニーズに対し、利用者が満足し得るために

は、どのような取組を重点的に強化するべきなのかを法人全体で分析し、提供す

るサービスに反映させることが必要である。その際、青少年機構本部は、各地方

施設が行う好事例の横展開にとどまらず、法人の全体戦略に基づいたプログラム

の提供を行うためには何が必要かを検討し、地方施設の魅力化に向けた取組に主

体性を持って関与することが求められる。 

 

 

（２）国立施設の利用促進に向けた具体的な方策 

○ 青少年への教育研修プログラムの提供もさることながら、既に設置されている

国立施設の有効的な活用や法人全体の財政的な観点から、利用者が満足する魅力

的なプログラムの開発や、ニーズを踏まえたサービスの提供により、リピーター

（再訪団体）の安定的な獲得や、学校や青少年団体以外の多様な利用者の受入れ

を進める必要がある。 

 

○ その際、国立施設が、どのような方向性で、誰に、何を提供しようとしている

のかを明確にすることが重要であり、国立施設で、実際に何をやるのか、そこで

の活動には、どういった成果があって、参加者が持ち帰ることのできる具体的な
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価値は何なのか、といったことを緻密に計算し、広報することが必要である。 

○ また、国立施設における教育研修プログラムの実施に当たっては、利用者のニ

ーズ等に応じて活動内容を見直し、魅力的なプログラムとする必要がある。さら

に、利用者が何度でも訪れたくなる施設を目指し、利便性、快適性、安全性の観

点からの利用者サービスの充実を図るとともに、利用者に対するホスピタリティ

を向上させることが必要不可欠である。 

○ 国立施設が持つ教育的な意義や立地環境の魅力を生かしつつ、青少年への教育

研修プログラムの提供の場としての活用、国立施設の機能強化や魅力改善に向け

た収益性の改善の両面を、同時並行的に行う必要があり、そのためには、例えば

以下のような取組を行うことが考えられる。 

（素材を生かした教育研修プログラム開発） 

・ 地方施設で提供する教育研修プログラムが、何となく、どこでもできるよう

な体験ばかりが並べられていた場合には、利用者は、地方施設に訪問する魅力

を感じることはなく、選んでもらえる施設になることはない。その土地ならで

はの自然、歴史、文化、産業や物語（ストーリー）をはじめ、その地に住む人

の想いなど、地域特有の素材を生かしたプログラムを備える必要がある。その

際、各国立施設に設置された「運営協議会」の活用や、地域で活動する公立施

設等の関係者との連携を強化して取組を進めていくことも重要である。 

・ また、日本型教育の海外展開として、日本特有の自然体験や集団宿泊活動な

ど、外国人に対して魅力的な教育研修プログラムを提供するということも、新

たなニーズの開発という意味では、検討の必要があると考えられる。 

（直接指導の充実） 

・ 学校教育課程で集団宿泊活動を行う場合には、特別に支援が必要な子供の増

加、大学生等の指導補助員の確保難、バス借り上げ代の高騰を始め、安全面の

確保や、事前準備の事務的な負担など、教員の負担が大きいことが課題に挙げ

られている。学校の働き方改革や教員の不足に伴い、学校全体で集団宿泊活動

に対する体制を整えることが難しくなっているという事情もある。 

・ 兵庫県が実施する「自然学校推進事業」においては、学校側は、食事の準備

を始めとした生活面でのサポートや、教育研修プログラムの充実など、受け入

れ側の支援体制を重視して利用する施設を選択する傾向も見て取れる。 
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・ これらのニーズを踏まえれば、地方施設においても、専門人材や指導補助員

の確保、教育研修プログラムのコーディネート機能の向上が期待されており、

施設側の職員による直接指導を積極的に行うことにより、教員の負担軽減に向

けた取組を進める必要がある。 

 

・ さらに、集団宿泊活動に係る事前の準備や当日の活動に係る指導の実施等を

サポートすることができる専門的な知見を持つ人材を国立施設側に備えること

により、今後の学校団体の利用の増加に繋がっていくものと考えられる。その

際、施設職員の勤務形態の柔軟化などの配慮が必要となるため、併せて人事制

度の面からも検討を進めることが重要である。 

 

 

（新たな形態での青少年教育の提供） 

・ 青少年機構では、国立施設の建物維持だけで多額の税金が投入されている。

施設の老朽化とともに少子化も急速に進展していている中で、施設ありきでの

実施事業の在り方を根底から考え直すことが必要な時期に来ていると考えられ

る。今後の新たな取組としては、施設利用を前提としない形態の取組として、

例えば、保育所や、学校の授業、放課後の活動、地域のイベントなどに出向い

て教育研修プログラムを提供するなど、アウトリーチ型の取組も徐々に増やし

ていくことを検討するべきである。 

 

・ これらの取組を実施する上では、すべての国立施設で一斉に同じことを実施

するのではなく、一定の基準に基づいたグループ分けを行い、施設ごとに特徴

のある取組を先鋭化するための工夫をすることも必要である。 

 

 

（新たな利用者層の獲得） 

・ これまでの国立施設は、主に、学校団体や青少年教育団体の利用に供されて

いた。青少年人口が減少している中で、今後は、青少年向けとしての施設にと

どまらず、大人向けの取組、シニア向けの取組、ファミリーや外国人向けの取

組など、新たな利用者層の開拓に向けた取組も積極的に検討する必要がある。 

 

・ 例えば、地方施設では学校団体の集団宿泊活動で利用されることが多いが、

学校行事で訪れたら、一度も行かない施設になるのではなく、小学生で訪れた

施設へ、大学時代や、家族ができたら子供と一緒に訪れるような、人生で何度

も訪れたくなるような施設となること、施設を利用したら知人や友人にも利用

を勧めたくなるような施設を目指すことで、利用者の増加につなげる工夫も重

要である。 
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・ また、国立施設の立地環境を生かして、観光や文化を素材にした教育研修プ

ログラムなどを提供することにより、これまでにない利用者層の獲得も検討す

るべきである。利用者層のターゲットとしては日本のみならず、訪日教育旅行

など、アジアをはじめとした諸外国の青少年を呼び込むことができるよう、日

本型青少年教育を提供できる施設へ転換するということも考えられる。その際

には、職員の多言語対応能力の向上も必要になる。 

 

・ 現在の利用団体にも、官公庁や企業等が含まれているものの、現在は、いわ

ゆる場所貸しにとどまっている。こうした利用団体の受入れ促進に向けて、企

業等の利用者が求める教育研修プログラムの策定や、提供されるプログラムに

は企業等の参加者にどういったメリットがあるのかなどについて、青少年教育

研究センターを中心とした広報資料の作成など、企業等の国立施設の利用促進

に向けて、必要な情報を積極的に提供することが重要である。 

 

 

（利用促進に向けた取組の実施） 

・ 現在の青少年機構は、社会的な情報発信を行うための広報や、それを行うた

めの魅力的なホームページの構築などに課題があると考えられる。広報活動の

充実に併せて、国立施設が実施する取組を紹介し、実際の利用につなげるため

の営業活動の必要性や、そういった人材の育成も検討する必要がある。 

 

・ また、マーケティングの視点からは、国立施設の強みを生かし、他の施設と

の差別化を図るための STP 分析（S：セグメンテーション／T：ターゲティング

／P：ポジショニング）を行うなど、戦術の見直しを行う必要がある。 

 

・ さらに、集客を考える上では、文化観光やスポーツツーリズムなどの視点も

入れることも重要である。利用者のニーズや社会的な動向、民間等の取組等を

調査し、従来の方法や枠組みにとらわれないアイデアや創意工夫を取り入れる

ことにより、利用促進に向けた新たな取組を実施していくことが求められる。 

 

 

（魅力的な施設への転換） 

・ 地方施設の宿泊室の多くが大部屋であり、学校団体や青少年団体利用以外の

利用者を増加させようとする際には、ニーズにマッチしないことが考えられ

る。例えば、ファミリーや一般団体の利用を考えた場合には、これまでの国立

施設のような大部屋ではなく、少人数の部屋に改修することも考えられ、例え

ば、PFI 事業を活用した公立青少年施設での事例では、コテージのような施設

を木造で建設することで、利用者のニーズを満たすとともに、建設費の低廉化
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も実現するような事例も存在しており、今後、様々な選択肢を検討することが

必要である。 

 

・ また、企業研修での活用や、自然体験・文化観光プログラムなどの利用者、

インバウンドや国際交流事業での外国人利用者を増やす場合には、Wi-Fi 環境

の整備、エアコンの設置やトイレの洋式化をはじめとした施設改修への投資も

積極的に検討しなければならない。 

 

 

（適正な利用料金の設定） 

・ 保護者の所得など家庭の状況が子供の体験機会に影響を与えるなど、教育に

おける格差の問題も指摘されている。これまでは、全ての青少年に良質な体験

を提供するとのコンセプトのもと、低廉な料金での利用者受入れや、教育研修

プログラムの提供に当たっては、食事代や保険料などの実費相当分の事業参加

料の徴収を行っていた。 

 

・ 今後は、利用者の状況に応じて提供するプログラムの価値に見合った対価を

設定し、一定の収入を得ることにより、当該収入については、貧困などにより

学習機会を十分に得られない子供や、様々な課題を抱える子供たち向けの事業

を実施するための予算に充てるとともに、組織の永続性を担保する体制を構築

するための経費として積み立てるような工夫をすることなどが求められる。 

 

・ また、今後の収入増加策としては、多様な財源確保に向けた取組を推進し、

例えば、国立施設が教育研修プログラムを提供する際に、企業からの協賛など

を受け入れることで、参加者である青少年の経済的な負担を軽減する取組等の

検討も考えられる。 

 

・ さらに、青少年教育に係る業務の遂行に支障のない範囲内で受け入れる一般

の利用に関しては、施設使用料を柔軟に設定するなどの工夫を行うことで、収

益性の向上につなげ、国立施設が実施すべき青少年教育の強化に充てることも

検討が必要である。なお、経済的に困難な青少年や、特別な配慮が必要な青少

年向けの活動を行う団体の利用料については、現在も施設使用料の減免が行わ

れているが、今後も、これらの利用者に対する支援を継続するべきである。 

 

・ 国立施設が実施する一部の事業については、法人全体の収益性向上に資する

事業の設定も検討する必要がある。プログラムの高度化や、宿泊施設の機能強

化を通じて、持続可能な施設運営を実現するため、今後は、一部の利用者を除

き、適切な受益者負担を実現するという考え方を徹底することが重要である。

こういった考え方の転換を図るには、青少年機構の一人一人の役職員の意識を
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変革するとともに、組織全体の風土の改革も必要になると考えられる。 

 

 

（デジタルマーケティング） 

・ 現在では、インターネットや IT 技術の進展により、Web サイトや SNS など

を駆使して、顧客への効果的な情報発信や販売促進が行われるようになってい

る。青少年機構においても、このようなデジタル技術を活用し、利用者に対す

る一方的・受容的な広報から、双方向的・共創的な広報に転換する必要があ

る。 

 

・ 現状の国立施設を見ると、SNS 等を活用して広報を行っているものの、具体

的な利用促進に結びついていないなど、デジタルマーケティングに課題があ

り、改善の余地があると考えられる。 

 

・ 民間企業では AISAS（Attention:注意喚起／Interest:興味／Search:検索／

Action:行動／Share:共有）等の消費者行動モデルに基づいて広報を行うこと

で集客の増加を図っており、国立施設においても、これらの手法を積極的に取

り入れ、広報施策の改善や充実を図ることが必要である。 
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３．国立施設のインフラマネジメント 

（１）国立施設のインフラの現状と基本的考え方

○ 国立施設は昭和 34 年の国立中央青年の家（現国立中央青少年交流の家）の設

置に始まり、平成３年までの約 34 年の間に順次設置されており、築 50 年を経過

した建物が全体の約 25％となっている。特に、国立青少年交流の家について

は、築 50 年以上の建物が６割程度となるなど、建物や設備が老朽化し、これら

に要する経費の増大や予算の確保が課題となっている。 

○ 国立施設は全体で約 870 程度の棟数を有しているが、法人全体のインフラマネ

ジメントは、本部施設管理課の職員５名を中心に担っている状態であり、また、

各国立施設にも管理系職員は配置されているものの、建築職などの技術系職員は

配置できていないという課題を有している。 

○ 国立施設の宿泊定員数については、大半の施設が 400 人規模の定員となってお

り、設置当時は、“スケールメリット”として有効活用できていたものが、現状

の社会情勢を踏まえれば、“スケールデメリット”になっている状況である。今

後の国立施設の在り方を検討する上では、立地地域の人口動態、近隣自治体の利

用動向、これまでの利用実績等の客観的な情報に基づいて、国立施設の数・規模

や宿泊定員の見直し、機能の適正化や再編（統廃合を含む。以下同じ。）を図る

戦略に転換することが必要となる。 

○ また、国立施設の将来を考える場合には、どういった教育を提供するかという

事業の中身に加えて、国立施設を経営するという観点から、各国立施設の収支の

改善に対して、より徹底した取組を進めていくことが重要である。 

○ さらに、公共施設マネジメントの観点からは、国立施設に備わる機能と同様の

機能を持つ公立施設等が近隣に存在する場合も少なからず存在しており、例え

ば、宿泊機能など、国立施設以外の施設で代替できるような機能については、同

種の施設間での役割分担の検討も進める必要があると考えられる。 

○ 例えば、ある地方自治体における公共施設マネジメントの議論においては、当

該公共施設の存在ありきで、これを縮小すべきか否かという判断をするのではな

く、自治体として真に必要となる機能に着目し、その公共施設で必要となる機能

をどの程度果たしていく必要があるのかといった観点により、ゼロベースで施設

の存否の議論が進められている事例もある。こうした考え方は、国立施設の在り

方を議論する上でも必要であり、今後は、国として確実に必要となる取組がどう

いったことで、そこには施設（ハード）が必要なのかどうか、必要ならばどの程
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度の数や機能が必要になるのか、という視点で、改めて検討することが重要であ

る。 

 

 

（２）適正なインフラマネジメントサイクルの徹底 

○ 国立施設の職員が目視により実施したインフラ劣化度調査の結果を見ると、

「D：早期に対応が必要」との結果が出ているものも存在しており、安全・安心

な施設の維持という観点からも、早急に専門的な観点での劣化度調査を実施する

とともに、速やかに対応を実施することが求められる。 

 

○ また、「D：早期に対応が必要」とはいかないまでも、「C：広範囲に不具合（機

能低下）」との評価がなされた建物や設備も一定程度存在しており、例えば、C

評価の時点で修繕を行えば、一定の予算で対応可能であったものが、この状態を

放置した場合には、更に劣化が進み、結果的に修繕費は増加していくことになる

ことも認識し、限られた予算を効率的に執行する必要がある。 

 

○ これまでのインフラ維持管理については、施設や設備の機能や性能に不具合が

生じてから修繕等の対策を講じる「事後保全」が中心であったが、建物の大規模

修繕のみならず、日常的な維持管理そのものを、不具合が発生する前に修繕等の

対策を講じる「予防保全」に切り替えることが急務であり、持続可能なインフラ

メンテナンスサイクルの実現に向けて、技術系人材を内部に備えるのか、外注す

るのかという点について、青少年機構内部での議論を早急に行う必要がある。 

 

○ 現行の中期目標においても、「財務内容の改善に関する事項」として、「施設の

機能向上の改修等に係る経費については、新たに収入を確保する仕組み」を構築

することとされていたが、今後は、これらの収入確保策に併せて、年間の予算の

一定の割合をインフラのメンテナンスのために予め確保することや、短期の修繕

のみならず、中長期的な施設の維持に充てる積立などの工夫も検討するべきであ

る。 

 

○ また、施設を使った後の満足度に関する影響については、宿泊室や研修室の清

潔さが最上位8であり、予算がなくてもすぐにできることとして、施設の清潔さ

を保つためのメンテナンスは早急に対応すべきである。 

 

○ 安全・安心な施設となるため、国から措置される財源をはじめ、自己収入も含

めた必要な予算の安定的な確保は重要であり、あらゆる手段を講じて必要となる

予算を安定的に確保することが必要である。 

 
8 「小中学校の集団宿泊活動に関する全国調査」／国立青少年教育振興機構・平成３１年３月 
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（３）インフラマネジメントにおける民間活力の導入 

○ 国・地方公共団体は、保有する公共施設全般において老朽化の問題を抱えてい

る。建物の安全確保と、管理業務の負担軽減に向けて、複数施設・複数業務を一

括して事業者に委託する包括施設管理業務委託は、インフラの維持管理、あるい

は公共施設のマネジメントを議論する際に有効だと考えられている。国立施設に

おいても、このような効果的・効率的な手法の導入を検討するべきである。 

 

○ ただ、国立施設は全国的に点在しており、仮に包括施設管理業務委託を導入す

る場合であっても、どの程度のスケールメリットが出るのかという観点で、どの

ような切り分けが最も効果的なのかという検討は、慎重に行う必要がある。包括

施設管理業務委託等の導入により、施設の屋上防水の剥離をはじめ、日常的な点

検を実施することで施設の傷みを予防していくことが可能となり、予防保全型の

インフラマネジメントサイクルの実現が期待できる。 

 

○ また、各国立施設の劣化状況を、包括施設管理業務委託等の事業者が把握する

ことにより、データベース化が進み、国立施設全体の計画の策定につなげていく

こともメリットになると考えられる。 
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４．国立施設の運営改善 

（１）国立施設の運営における課題 

○ 国立施設の管理者としての視点のみならず、利用者の視点、立地する地域周辺

の市場環境、あるいは、似たような取組を実施している事業者との競合関係を見

た上で、国立施設の機能や規模がどうあるべきなのか、国立施設として、その場

所でこの機能を提供し続けなければいけない理由があるのかなどについて改めて

見直し、国立施設の機能あるいは施設の規模を考えていく必要がある。 

 

○ また、国立施設の持続可能性を考える際には、受益と負担の関係の見直しも必

要であるものの、必ずしも単純に、施設の利用者に負担を強いるだけではなく、

国立施設の運用自体を変えることを検討していくことも必要となる。 

 

○ 令和６年度の各国立施設における宿泊室稼働率は、約半数の 13 施設が 40％を

下回っている現状となっている。第１号の国立施設である国立中央青少年交流の

家ができた昭和 34 年には、1,856 万人だった小中学生の児童生徒数も、令和６

年度には 908 万人と半減しており、今後も少子化をはじめとして、人口減少が進

むことが予想されており、利用者全体の市場が縮小している状態となっているこ

とも認識しながら、施設の効率的な運営を検討する必要がある。 

 

 

（２）法人運営における経営の視点の導入 

○ 青少年機構も自己収入の改善に向けて、施設利用料等の値上げを実施している

ところではあるものの、これまでの主な利用者は学校団体や青少年教育団体であ

り、少子化の影響を受けることは避けられない。前述のとおり、新たな対象層の

獲得は早急に実施すべきであり、これらの取組に加えて、民間の青少年教育団体

でも行われている、付加価値が高く、収益性の高い教育研修プログラムの実施に

より収益を確保しつつ、当該収益を青少年向けの取組に投下するような永続性確

保に向けた挑戦も検討するべきである。 

 

○ また、保有する施設の効率的な運営の観点からは、年間のシーズンごとに施設

利用を希望する利用者層を明確に把握し、それぞれの利用者層に対する営業活動

に力を入れることで、一年を通して、施設の利用者数を一定に保つなど、通年の

繁閑較差を最小限にするなどの工夫も必要となる。 

 

○ 現在、研修支援として実施している多様な研修の受入れについては、国立施設

の個々の状況を踏まえ、特に宿泊機能については、新たな利用者層の獲得も検討

した上で、今後の利用者の増加が見込めない場合や、他の施設との競合関係にあ

る場合には、宿泊定員規模等の在り方について早急な検討が必要であり、青少年
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機構全体で効率化・合理化に向けた取組を直ちに進めるべきである。 

○ 今後、青少年機構が更なる改革を進めていくには、法人の自主性・自律性の下

で、法人のみならず、各国立施設において、責任ある経営体制を構築し、運営裁

量を最大限生かしていくことが求められる。併せて、コスト意識の希薄な事業運

営や分散型の組織マネジメントからの脱却を図るため、確かなコスト意識と経営

資源（ヒト・モノ・カネ・情報）の戦略的な分配を前提とした経営的な視点が必

要になる。

（３）国立施設の施設更新や運営における民間活力の導入

○ 国立施設は、国立公園や国定公園など、豊かな自然環境の魅力的な場所に立地

している施設が多く、これらの環境的資源を活用したい事業者からの民間投資を

呼び込む工夫を検討するべきである。

○ 例えば、都市公園においては、公募設置管理制度（Park-PFI）を活用し、飲食

店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置又は管理を行う民間事業者を

選定し、事業者が設置する公園施設から得られる収益を公園整備に還元すること

で、公園周辺も含めたエリア全体の魅力向上を実現するような民間投資の在り方

も進んでいる。

○ 国立施設においても、法人として自前で備えるべき機能を除いて、民間事業者

の資金と経営能力・技術力をはじめとしたノウハウを活用し、国立施設の改修・

更新や、利用者にとって付加価値の高い教育研修プログラムの提供など優れた品

質の公共サービスを提供することも、積極的に検討する必要がある。

（４）管理運営業務の効率化

○ 例えば、公立青少年教育施設の民間活力の導入事例では、オートキャンプの禁

止、予約受付期間の制限など、収益性の向上に影響がある公共施設としてのルー

ルを部分的に自由化することで、施設全体の収益性が改善した事例もある。国立

施設においても、一部の施設や年間の一定の期間において、多様な利用者の獲得

に向けた新たな取組を行うことで、収益を確保することも検討するべきである。

○ また、青少年教育施設の現場の業務負担の軽減に当たっては、予約管理などの

DX 化や、管理業務の集中管理などを行うことにより、教育事業の実施や、現場

でしか実施することが困難である施設運営業務に施設職員が専念できるような工

夫を徹底するべきである。加えて、民間事業者においては、可能な限り、一人の

職員が複数の役割（マルチ業務）を担うことで、職員の少人数化の実現に向けた

工夫も行われていることから、国立施設の運営においても、マルチ業務の導入に

向けた可能性を探るべきである。
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５．今後の国立施設の在り方 

（１）基本的な考え方 

○ 前述の、ナショナルセンターとしての機能の強化、国立施設の利用促進策、イ

ンフラマネジメントサイクルの徹底、運営改善に向けたそれぞれの取組を具体化

し、持続可能で魅力ある国立施設として維持していくためには、有限な資源を効

果的・効率的に活用することが必要不可欠である。 

 

○ 第４期中期目標の中でも、各施設の役割分担を行うことは明記されているもの

の、各施設においては多様な取組が総花的に行われている。今後は、ナショナル

センターの先導的機能をより効果的に発揮するため、日本全体のバランスや人口

動態、自然環境等の特徴、施設へのアクセスなども踏まえて、ナショナルセンタ

ーとして拠点機能を担う国立施設を一定のエリアごとに特定し、機能強化を図る

必要がある。その際、国立施設が青少年教育の振興に果たす役割を勘案しつつ、

特定の地域の偏在を避け、全国的にバランスの取れた体制になるよう考慮する必

要がある。 

 

○ 拠点施設の設定と併せて、施設の数・規模や宿泊定員の見直し、機能の適正化

や再編などの機能別分化に向けた検討を進め、青少年機構が策定する全体的な戦

略に基づいた施設の個別最適化を図り、国立施設が中核となった、日本全体の青

少年教育の再興に向けた取組に注力することが重要である。 

 

○ また、国立施設を中核とした全国の青少年教育ネットワークを構築すること

で、優良事例の導入に向けた伴走支援、青少年教育指導者等の交流、デジタルプ

ラットフォームの活用による情報発信や関係団体との連携など、今後の青少年教

育の振興に必要となる多様な取組を戦略的に実施し、青少年教育に関する施設及

び団体のハブ（結節点）となる取組を進めることが必要である。 

 

○ 今後は、経営改善に資する業績の評価を行うため、青少年機構全体の目標を定

めるとともに、各国立施設においても、それぞれの国立施設の特性に応じた目標

を定め、当該目標を達成するための取組を明確化しつつ、目標に対しての主要な

結果を、逐次本部がマネジメントすることにより、青少年機構全体の目標管理体

制を徹底するべきである。また、その際には、目標の達成度合いに応じた資源の

配分や、数値を基にした客観的な経営判断を戦略的に行うべきである。 

 

 

（２）課題に対して早急に取り組むべき事項 

○ コロナ禍以降、利用者数の大幅な減少、稼働率の低迷、施設の老朽化、物価高

騰、繰越欠損金の存在など、運営上の大きな課題が一気に現れている。この困難
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を打開し、持続可能な青少年教育の実現に向けた青少年機構の改革は、待ったな

しの状況である。 

 

○ 本年度は、中期目標の改定が予定されており、文部科学省においては、有識者

検討会の中で議論し、提言したことの着実な実現、選択と集中の促進など、効果

的・効率的な法人経営が促されるよう、第５期中期目標の内容や評価指標の抜本

的な改定をお願いしたい。 

 

○ 青少年機構が策定する新たな中期計画においても、目標達成に向けた計画を明

確に定めるとともに、未来のあるべき姿から、それに向けた具体的な取組を導き

出し、目的の達成に向けた歩みを着実に進めていただきたい。 

 

○ その際、拠点施設の設定と機能別分化の検討は速やかに着手し、結論が出た施

設から順次、機能強化や縮小・再編の取組を進める必要がある。なお、遅くと

も、次期中期目標期間（令和８年度から令和 12 年度）中には、すべての施設の

在り方について、具体的な結論を得るべきである。 

 

○ また、前述の運営上の課題の解決に向けて、付加価値の高い教育研修プログラ

ムの開発、新たな利用者層の開拓、マーケティング手法の導入、適正な利用料金

の設定、民間活力の導入をはじめとした各種取組は、速やかに実施することが必

要である。 

 

○ 加えて、機能強化に向けた人材育成戦略の構築は、中期目標や中期計画の策定

を待たずに直ちに進めるべきである。 

 

○ 青少年が利用する施設として、施設の老朽化対策や安全性の確保は喫緊の課題

であり、利用者が安全・安心に国立施設を利用することができるよう、文部科学

省においても、必要となる施設整備に対する予算を安定的に確保する努力をして

ほしい。 

 

 

（３）国立施設への期待 

○ 令和５年 12 月に閣議決定された「こども大綱」においては、全てのこども・

若者が身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイン

グ）で生活を送ることができる社会を目指しており、「こども・若者の全てのラ

イフステージにおいて、年齢や発達の程度に応じて、自然体験、職業体験、文化

芸術体験など多様な体験・外遊びを含む様々な遊びができるよう、青少年教育施

設の充実を含め、地域資源も生かした遊びや体験の機会や場を意図的・計画的に

創出する」ことが定められている。 
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○ 体験活動の重要性は、誰もが理解しているものの、改めて、その必要性が社会

全体に十分理解されるよう、より一層の普及・啓発に努め、世論に訴えるべきで

ある。 

○ 体験活動を始めとした青少年教育の先導役となるナショナルセンターとしての

青少年機構は、青少年教育の全体的な発展に向けて、持続的・安定的な役割を担

う必要があり、青少年機構が定める明確なアイデンティティを職員一人一人に浸

透させることで、これまで以上のプロフェッショナリズムを磨き、我が国全体の

青少年教育の振興に貢献することが求められている。 

〇 今後の国立施設は、教育研修プログラム（ソフト）の魅力化のみならず、多様

な利用者や DX にも対応した施設（ハード）への刷新、公立施設等との更なる連

携強化により、令和の時代にふさわしい国立施設となることを期待している。 

○ 「体験活動は人づくりの“原点”」。この言葉を常に忘れず、我が国の青少年の

ために、今後の取組を着実に進めてほしい。 



参考資料 
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「国立青少年教育施設の振興方策に関する検討会」設置要綱 

令和６年７月３０日 

総合教育政策局長決定 

１．設置の趣旨 

  青少年教育３独立行政法人（国立オリンピック記念青少年総合センター・国立青年の家・

国立少年自然の家）の統合により独立行政法人国立青少年教育振興機構が発足して１８年が

経過した。 

 令和８年度から始まる第５期中期目標期間も見据える中で、国立青少年教育施設を取り巻

く環境等を踏まえ、今後の青少年教育の機能強化に向けた国立施設における教育の在り方

や、民間活力の導入も含めた運営面の合理化・効率化による魅力的な施設への変容に向けた

議論を通じて、国立施設の振興方策の検討を行うもの。 

２．検討事項 

（１）国立青少年教育施設が実施する各事業の在り方について

（２）国立青少年教育施設の管理運営の在り方について

（３）その他、国立青少年教育施設の振興方策について

３．実施方法 

（１）検討会は別紙に掲げる委員をもって構成し、「２．検討事項」に掲げる事項等について検

討を行う。

（２）検討会には座長及び副座長を置き、座長は有識者の互選によってこれを定める。副座長

は座長が指名する。

（３）副座長は座長を補佐し、座長が検討会に出席できない場合は、副座長がその職務を代理

する。

（４）必要に応じて、別紙以外の関係者にも協力を求めることができる。

（５）検討会は、原則として公開とする。ただし、検討会において非公開とすることが適当で

あると認めるときは、議事の全部又は一部を非公開とすることができる。

（６）検討会において配付した資料は、原則として公表する。ただし、有識者会議を非公開と

することとされた案件に係るものについては、座長が有識者会議に諮った上で、当該資

料を非公表とすることができる。

４．実施期間 

令和６年７月３０日から令和８年３月３１日までとする。 

５．その他 

（１）会議の庶務は、総合教育政策局地域学習推進課において処理する。

（２）本要綱に定めるもののほか、会議の運営に際し必要な事項がある場合には別に定める。
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（別紙） 

「国立青少年教育施設の振興方策に関する検討会」委員名簿 

（敬称略、五十音順） 

青 木 康太朗 國學院大學 教授（文部科学省生涯学習調査官） 

秋 田  大 輔  兵庫県教育委員会事務局義務教育課 課長 

糸 川 愛 留  日本ボーイスカウト東京連盟練馬第６団 ローバースカウト 

植 田 和 男  特定非営利活動法人日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会 会長兼理事長 

岡 田  武 史  株式会社今治．夢スポーツ 代表取締役会長 

笹 本  匡 澄  千葉市立白井中学校 校長 

佐 藤  初 雄  特定非営利活動法人国際自然大学校 理事長 

長 野 辰 男  栃木県教育委員会事務局生涯学習課 課長 

難 波 悠 東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻 教授 

野 口 和 行  慶應義塾大学体育研究所 教授 

萩 原 なつ子  独立行政法人国立女性教育会館 理事長 

原 田 宗 彦 大阪体育大学 学長 

平 野 吉 直  国立大学法人信州大学 理事・副学長 

帆 足  泰 子  株式会社オレンジア 代表取締役 

増 田 直 広  鶴見大学短期大学部 講師 

以上、１５名 
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国立青少年教育施設の振興方策に関する検討会 検討の経過 

第１回 令和６年８月 30 日（金） 

○ 本検討会の運営について

○ 独立行政法人制度と国立青少年教育振興機構の中期目標について

○ 国立青少年教育振興機構の状況について

○ 本検討会における論点案について

○ 意見交換等

第２回 令和６年 10 月 30 日（水） 

○ 地方教育施設の視察報告

○ 国立青少年教育振興機構が主催する教育事業について

○ 有識者からのヒアリング

・國學院大學 青木 康太朗 氏 

・株式会社 ATARAYO 関口 陽介  氏 

○ 意見交換等

第３回 令和６年 12 月５日（木） 

○ 国立青少年教育振興機構が実施する研修支援事業について

○ 有識者からのヒアリング

・兵庫県教育委員会事務局 早瀬 幸二 氏 

・千葉市立白井中学校 笹本 匡澄 氏 

○ 意見交換等

第４回 令和７年２月４日（火） 

○ 国立オリンピック記念青少年総合センターについて及び国立青少年教

育振興機構が実施する指導者養成事業について 

○ 有識者からのヒアリング

・自然体験活動推進協議会 山田 俊行 氏 

・株式会社ライジング・フィールド 森  和成 氏 

○ 意見交換等
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第５回 令和７年３月５日（水） 

○ 国立青少年教育施設のインフラの現状について

○ 有識者からのヒアリング

・東洋大学大学院 難波  悠 氏 

○ 意見交換等

第６回 令和７年５月８日（木） 

○ 国立青少年教育施設の管理運営業務の現状

○ 有識者からのヒアリング

・栃木県教育委員会事務局 長野 辰男 氏 

・株式会社 R.project 丹埜  倫 氏 

壽榮松 孝介氏 

○ 意見交換等

第７回 令和７年８月１日（金） 

○ 検討会報告書（案）について

○ 意見交換等

※肩書は検討会開催当時のもの。
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本検討会における論点案（たたき台）

前提となる現状

➢ 国立青少年教育施設の利用者数の減少

➢ 学校以外の公的機関や民間団体等が行う自然体

験に関する行事に参加した子供の割合の減少

➢ 利用団体のニーズの多様化

➢ 体験格差や日常的な体験の場の減少

➢ 運営費交付金の減少

➢ 繰越欠損金の拡大

➢ 施設の老朽化

➢ 施設の老朽化に伴うメンテナンスコスト増

➢ インフラマネジメント人材の確保難

宿泊利用者数 日帰り利用者数 宿泊室稼働率

R5
263万人

国立青少年教育振興機構利用者数推移

運営費交付金推移 繰越欠損金の推移

自然体験の行事に参加した子供の割合 青少年の体験活動意識調査

国立青少年教育施設の老朽化

H18:115億円

R6:77億円

H21:54.7%

R4:36.7%

５年連続で赤字
（第４期は累積で約13億円）

±0

現在の子供たちは、自分が子供の頃と比べて、
体験活動の機会が少なくなってきている

とても思う＋少し思う 合計72％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※青少年の体験活動等に関する意識調査（令和４年度調査）【国立青少年教育振興機構】※青少年の体験活動等に関する意識調査（令和４年度調査）【国立青少年教育振興機構】

25年未満
9.7％

（令和６年４月時点）
※（参照）独立行政法人国立青少年教育振興機構インフラ長寿命化計画

60年以上
2.7%

50年以上
22.7%

40年以上
30.6％

25年以上
34.3％

全体の約９割
の建物が築年
数25年を超過

※当初予算・補正予算の合計額

※R2は、第３期中期目標期間の最終年度で
あったため、独法会計基準に従い運営費交付金
債務の収益化し、最終的に約4.5億円の黒字

R5R４R３R１ R２

←第３期 第４期→

H30
505万人

H30

2
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本検討会における論点案（たたき台）

教育事業・研修支援の在り方についてⅠⅠ
課 題

論点Ⅰー１ 教育プログラムの内容
（地方教育施設が主催する教育事業）

➢ 国立の青少年教育施設として実施するべき教育プロ
グラムとは何なのか（国立でしかやらないこと。国立で
しかできないこと など）

➢ 教育事業の実施に当たって、社会課題や利用者の
ニーズを把握するための工夫は十分になされているか

➢ 多様な体験活動の機会と場を提供する上で、これま
でにない形態の取組は考えられないか（近隣の青少
年施設を場とした体験活動の提供／出張型体験プロ
グラム／放課後等の日常的な体験活動提供 等）

＜議論の視点となるキーワード案＞

青少年教育のナショナルセンター、青少年教育研究センター、利用者ニーズの分析、教員負担の軽減、地域全体の青少年教育活性化 など

➢ 国立施設の必要性の再確認

➢ ナショナルセンターとしての他の関係機関への波及

➢ 社会課題にどのような貢献ができるか（教師の働き方改革、青少年体験活動の減少等）

➢ 教育プログラムの受益者が青少年であることでのコスト負担の在り様

論点Ⅰー２ 研修支援の在り方
（地方教育施設での研修への指導及び助言）

➢ 学校利用に際しての教員の負担軽減策を講じるた
めに必要なことはどういったものか

➢ 多様な研修利用者に対応したきめ細かな教育プログ
ラムの提供に向けた工夫はなされているか（研修利用
者の属性ごとに必要な指導・助言が適切になされてい
るか）

2
9



本検討会における論点案（たたき台）

教育事業・研修支援の在り方について（続き）ⅠⅠ

＜議論の視点となるキーワード案＞

都市型青少年教育施設の役割、法人全体の収益性向上 など

＜議論の視点となるキーワード案＞

指導者研修、指導者の資質向上、地域全体の教育力向上 など

論点Ⅰー３ 都市型青少年施設の役割

➢ 立地条件に恵まれており、これまで青少年機構全体
の収益の中核的機能を有していたオリセンの今後の役
割についてどのように考えるか

論点Ⅰー4 指導者養成機能の在り方

➢ 青少年機構の指導者の資質向上のみならず、青少
年教育のナショナルセンターとして公立青少年施設や
民間青少年団体などの青少年教育指導者の資質向
上に対して果たすべき役割をどのように考えるか

＜議論の視点となるキーワード案＞

利用者属性の拡大、家族・個人利用、企業利用、日本型学習プログラムの提供、国際交流、高収益性事業、オリセンの収益性促進、
コスト計算、法人全体での教育事業の企画立案機能の向上 など

論点Ⅰー５ 地方教育施設・オリセンの課題を踏まえた取組の在り方

➢ 教育事業・研修支援・一般利用などのターゲットの拡大をどのように考えるか

➢ 持続可能な青少年教育事業を実施するに当たって、どのような取組から収益性を確保するべきか

➢ 多様なニーズや新たな取組を実施するに当たって、青少年機構本部と地方教育施設との関係性をどのように考えるか

3
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本検討会における論点案（たたき台）

教育事業の在り方についてⅡⅡ

＜議論の視点となるキーワード案＞

事務手続きの電子化、管理業務のアプリ化、民間活力の導入（PPP・PFI）、コスト計算、管理コストの低減、規模の適正化、
合理化・効率化、予防保全、 包括民間委託 など

国立青少年教育施設の維持・管理の在り方についてⅡⅡ

➢ 施設の老朽化（経年劣化）によるインフラメンテナンスコストの増加

➢ インフラメンテナンスに要する人材・予算の不足

➢ 施設維持管理業務の増大による職員の多忙化（管理業務の合理化・効率化の必要性）

➢ 閑散期の宿泊稼働率の低下による逸失利益の発生

課 題

論点Ⅱー１ インフラマネジメントの在り方

➢ 老朽化した施設をどのように維持していくか

➢ 維持管理に要する人的リソースをどのように確保するか

➢ 必要なインフラマネジメントコストをどのように確保するか

➢ インフラのメンテナンスサイクルや今後必要となるインフ
ラマネジメントを踏まえ、現状必要なコストが何であり、
将来的なコスト低減に向けて今から行うべきことは何か

論点Ⅱー２ 一般的な管理運営業務の効率化

➢ 青少年機構職員が自ら実施しなければならない業
務は何なのか

➢ 管理運営業務の効率化をどのように図るか（内部
実施とアウトソーシングの切り分け）

➢ 閑散期の施設の活用策の検討をどのように図るか

➢ 施設の適正規模の検討をどのように考えるか

➢ 管理運営に要するコストをどのように低減させるか

3
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6000

7000

8000

9000

10000

11000

12000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

補正 当初

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初 11,522 10,913 10,477 10,138 9,761 9,479 9,323 8,939 9,162 9,029 9,029 8,940 8,720 8,658 8,571 8,554 8,405 7,947 7,746 7,703

補正 1,171

単位：百万円

単位：百万円

国立青少年教育振興機構運営費交付金 推移
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

当初 1,269 200 244 229 226 57 200 198 0 0 185 22 0 0 0 0 0 0 0

補正/
予備費

667 0 4,233 4,614 0 292 28 321 1,078 0 980 207 652 858 753 4,505 769 519 1,460

合計 1,936 200 4,477 4,843 226 349 228 519 1,078 0 1,165 229 652 858 753 4,505 769 519 1,460

単位：百万円

単位：百万円
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5,000

6,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

当初 補正/予備費

国立青少年教育振興機構施設整備費補助金 推移

3
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4,032,661

4,311,315

4,542,589

4,655,185

4,887,368

4,901,099

4,765,889

4,863,621

4,862,280

4,995,555

4,870,120

5,139,302 

5,167,997 

5,103,385 

5,174,208 

5,084,149 

5,099,727 

5,051,337 

4,652,358 

921,720 

1,372,217 

1,924,698 

2,627,890 

2,444,672 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

総利用者数（宿泊+日帰り）単位：人

国立青少年教育施設における利用者の状況
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S46年 S50年 S53年 S56年 S59年 S62年 H2年 H5年 H8年 H11年 H14年 H17年 H20年 H23年 H27年 H30年 R3年

国立施設 公立少年自然の家 公立青年の家（宿泊） 公立青年の家（非宿泊）

※１ 出典：社会教育調査（文部科学省）
※２ 国立施設（独立行政法人）が調査対象となったのは平成２０年度調査以降である。
平成１７年度以前の国立施設数については、青少年教育課（当時）にて追加。

※３ 国立施設には、「その他青少年教育施設（国立オリンピック記念青少年総合センター）」を含む。

（施設数）

国公立青少年教育施設の数について

国公立青少年教育施設数は平成１４年度の746施設をピークに、年々減少を続け、令和3年度には337施設に減少

19年間で409施設
（５５％）減少
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学校以外の公的機関や民間団体等が行う自然体験に関する行事に参加した子供（小学1年～6年生）の割合（％）
は、令和元年度から令和4年度の３年間で50.0％から36.7％に減少。

出典）独立行政法人国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査（令和４年度調査）」

自然体験に関する行事に参加した子供の割合の減少

54.7

51.7 51.1 50.8

52.3

50.0 

36.7

30

35

40

45

50

55

60

H21 H22 H24 H26 H28 R1 R4

%

３年間で
１３．３ポイント減少
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我が国の人口推移と将来推計

我が国の総人口は、45年後には、現在の約７割に減少することが予想されている。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

※出展１：昭和34年～令和２年／人口推計【総務省統計局】、令和７年以降
※出展２：日本の将来推計人口（令和５年推計）【国立社会保障・人口問題研究所】

※将来の推計値は出生中位（死亡中位）推計による。

123,262千人

86,996千人

国立施設の建設時期（S34～H3）
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35,186 

33,477

30,267

27,539 

14,882,687 

10,478,730

9,708,710

8,692,656 

7,000,000

9,000,000

11,000,000

13,000,000

15,000,000

17,000,000
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31,000

33,000

35,000

37,000

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

公立小中学校数と児童生徒数の推移

出典：文部科学省 令和６年度 学校基本調査（確定値）

平成26年

令和6年

平成元年

平成16年

公立小中学校数

児童生徒数

○ 令和６年度の公立小中学校の学校数は、平成元年度と比較して21.7%(7,647校)減少、10年前（平成26年）と比較して9.0％

（2,728校）減少。

○ 令和６年度の公立小中学校の児童生徒数は、平成元年度と比較して41.6%(6,190,031人)減少、 10年前（平成26年）と比較し

て10.5％（1,016,054人）減少。

平成26年

令和6年

平成元年

平成16年

公立小中学校数と児童生徒数の推移（Ｈ元～Ｒ６）
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出典：学校基本調査

※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校の数、分校を含まない
※特別支援学級を含む

【学校教育法施行規則第４１条】
小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

標準規模

(1617)

(1745)

(2774)

(3123)

(3160)

(6029)

(6589)

(7582)

(8539)

(7447)

(5297)

(5856)

(6400)

(7451)

(6754)

(3057)

(3162)

(3276)

(3213)

(3964)

(1518)

(1347)

(1281)

(865)

(1838)

(769)

(557)

(327)

(134)

(532)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和6年

平成30年

平成20年

平成10年

平成元年

5学級以下 6～11学級 12～18学級 19～24学級 25～30学級 31学級以上

13.3% 31.4% 28.5% 16.7% 7.8% 2.2%

13.4% 36.6% 31.9% 13.8% 3.7% 0.6%

12.8% 35.0% 29.6% 15.1% 5.9% 1.5%

9.1% 34.2% 30.4% 16.4% 7.0% 2.9%

8.8% 33.0% 29.0% 16.7% 8.3% 4.2%

(公立23,695校)

(公立23,325校)

(公立21,640校)

(公立19,256校)

(公立18,287校)

標準規模に
満たない学校

標準規模を下回る公立小学校の割合
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出典：学校基本調査

※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校の数、分校を含まない
※特別支援学級を含む

【学校教育法施行規則第７９条（同規則第４１条を準用）】
中学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

(147)

(146)

(190)

(206)

(280)

(1580)

(1692)

(1947)

(1829)

(1712)

(2612)

(2913)
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(3266)
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(2781)

(1159)
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(1044)

(1519)
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(410)

(303)
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(339)

(1025)

(97)

(41)

(14)

(37)

(307)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年

平成30年

平成20年

平成10年

平成元年

２学級以下 ３～５学級 ６～11級 12～18学級 19～24学級 25～30学級 31学級以上

1.6% 33.0%

標準規模

2.7% 16.3% 22.5% 26.5% 19.2% 9.8%

2.9%

2.0% 17.6% 28.5% 33.7% 14.6% 3.3%

0.4%

(公立10,480校)

(公立10,397校)

(公立9,972校)

1.9% 19.5% 32.9% 32.8% 10.5% 2.3%

0.1%

18.3% 31.4% 12.0% 3.3%

0.4%

1.6% 17.7% 29.2% 32.8% 13.0% 4.6%

1.1%

(公立9,269校)

(公立8,932校)

標準規模に
満たない学校

標準規模を下回る公立中学校の割合
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